
不動産取引のオンライン化に関する取り組みの現状（IT重要事項説明・書面の電子化）

● 不動産取引のオンライン化については、新型コロナウイルス感染症拡大による非対面・電子書面での取引ニーズの拡大も踏まえ、社会実験を行
いながら取り組みを推進。
● オンラインによる重要事項説明（IT重要事項説明）については、 賃貸取引は平成29年、売買取引は令和3年より本格運用を開始。
● 書面の電子化については、賃貸・売買・媒介の契約締結時交付書面及び重要事項説明書等について電磁的方法による交付を可能とするよ
う、宅地建物取引業法の関連規定を改正し、令和４年５月18日に施行。
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令和２年7月：改定ガイドライン策定
令和２年9月 社会実験（継続）開始
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社会実験期間を延長

ＩＴ重要事項説明 電子書面交付
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令和３年１月 検証検討会

社会実験開始

令和４年２月 検証検討会

宅地建物取引業法 書面規定改正 令和４年５月18日施行
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社会実験

宅建業法解釈・運用の考え方改正
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R1.10から社会実験（法人間はH27.8～）
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宅建業法政省令及び解釈・運用の考え方改正、マニュアル策定
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宅地建物取引業者は、取引の相手方に対し、宅地建物の売買契約等の締結前に、宅地建物取引士をして、取引に係る重要
事項(※)について、書面を交付して説明させなければならない。 (第35条第1項)
説明に当たり、宅地建物取引士は、説明の相手方に対し、宅地建物取引士証を提示しなければならない。（第35条第4項）
(※)取引物件に関する私法上又は公法上の権利関係、都市施設の整備状況、取引条件など最小限説明すべき事項が法律上規定されている。

宅地建物取引業法における重要事項説明の制度概要

オンラインによる重要事項説明（ＩＴ重要事項説明）について

オンラインによる重要事項説明の本格運用

オンラインでの重要事項説明については、法令上の明確な位置づけがなかったことから、平成27年8月から社会実験を実施し、
安全な実施方法を確立の上、「宅地建物取引業法の解釈･運用の考え方」において、対面で行う重要事項説明と同様に取り扱う
ものと明確化。

ＩＴ重説において遵守すべき事項

○双方向でやりとりできるＩＴ環境の整備
図面等の書類及び説明の内容について十分に理解できる程度に映像を視認でき、双方が発す
る音声を十分に聞き取れるＩＴ環境
○重要事項説明書等の事前送付
宅地建物取引士が記名押印した重要事項説明書等を事前に送付
○重要事項説明書等の準備とＩＴ環境の確認
説明の開始前に相手方の重要事項説明書の準備とＩＴ環境を確認
○宅地建物取引士証の提示と確認
宅地建物取引士が宅地建物取引士証を提示し、相手方が画面上で視認できたことを確認
○ＩＴ重説の中断
説明の開始後に映像、音声に不具合があれば直ちに中断

○ＩＴ重説実施に関する関係者からの同意
説明の相手方、物件の売主等の関係者から書面等での同意取得
○相手方のＩＴ環境の事前確認
相手方がＩＴ重説を希望した場合に相手方のＩＴ環境を事前確認
○説明の相手方の本人確認
相手方が契約当事者本人又はその代理人であることの確認
○説明の相手方に対する内覧の実施
トラブル回避のため、必要に応じて内覧の実施を勧める
○録画・録音への対応
録画・録音する場合は宅建業者と相手方の双方了解のうえ実施
○個人情報保護法・情報管理に関する対応
録画・録音した場合を含めて、関係者の個人情報が含まれるため適切な管理が必要

ＩＴ重説において留意すべき事項

その他、ＩＴ重説の具体的な手順・工夫事例の紹介・ＦＡＱ等で構成

（参考）「ＩＴを活用した重要事項説明実施マニュアル」

➡ 賃貸取引については平成29年10月より、売買取引については令和３年３月より本格運用を開始。



不動産取引における書面の電子化関係（宅建業法の改正概要）

＜宅地建物の売買契約等に係る重要事項説明書等の交付・押印＞
①売買契約等に係る重要事項説明書

②売買契約等における契約締結時の書面
宅地建物取引業者は、宅地建物の売買契約等の締結時に、宅地建物取引士が記名押印した契約条件等を記載した書面を、
契約当事者に交付しなければならない。

＜宅地建物の売買等に係る媒介契約締結時の書面の交付・押印＞
③媒介契約における契約締結時の書面
宅地建物取引業者は、宅地建物の売買又は交換の媒介契約を締結したときは、契約条件等を記載した書面に記名押印し、
媒介の依頼者に交付しなければならない。

宅地建物取引業法における書面交付義務の制度概要

重要事項
説明書

宅地建物取引士
●● ●●印 押印要

書面要宅地建物取引業者は、宅地建物の売買契約等の締結前に、宅地建物取引士をして、重要事項説明書
に記名押印の上、契約当事者に対しこれを交付して説明をさせなければならない。

オンラインでの取引のハードルとなる宅地建物取引法上の義務について、以下のとおり改正
上記①・②における押印を廃止する。
上記①～③の書面の交付について、相手方の承諾を得た上で、電磁的方法で行うことができることとする。

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律による宅地建物取引業法の改正概要（令和４年５月18日施行）

書面への記載事項を電磁的方法で提供する際の細目として、宅地建物取引業法政省令で以下のとおり規定
・あらかじめ相手方に対し、用いる電磁的方法を示した上で、書面又は電子メール等により承諾を得ること
・用いる電磁的方法は、電子メール・ダウンロード・CD-ROMの交付等とし、相手方が記載事項を出力し書面を
作成できるものであることや、記載された事項が改変されていないことを確認できるものであること等が必要であること 等

※ オンラインで説明を実施する場合にも、書面は事前に郵送で交付している




